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自治体病院の経営形態移行状況 

 

１ 現状 

 （１）全国 

 

 

 

 

 

 

   *地方公営企業年鑑 

    

 （２）北海道（市立病院） 

 

 

 

 

 

 

   *地方公営企業決算状況調 

 

２ 経営形態変更の具体的事例 

 （１）全国 

  ≪地方独立行政法人への移行≫ 

法人名 移行前形態 法人化時期 職員身分 

北松中央病院（長崎県） 公設民営 平成 17年４月 非公務員型 

宮城県立こども病院 公設民営 平成 18年 4月 非公務員型 

大阪府立病院機構（５病院） 一部適用 平成 18年 4月 公務員型 

岡山県精神科医療センター 一部適用 平成 19年 4月 公務員型 

山形県・酒田市病院機構 全部適用 平成 20年 4月 非公務員型 

那覇市立病院 全部適用 平成 20年 4月 非公務員型 

   

経営形態 平成 18年度  平成 19年度 増減 

地方公営企業法（一部適用） 722  685 ▲37 

地方公営企業法（全部適用） 251  272 21 

地方独立行政法人 7  8 1 

指定管理者制度 41  47 6 

合計 1,021  1,012 ▲9 

経営形態 平成 18年度  平成 19年度 増減 

地方公営企業法（一部適用） 27  24 ▲3 

地方公営企業法（全部適用） 5  8 3 

地方独立行政法人 0  0 0 

指定管理者制度 0  0 0 

合計 32  32 0 

資料８ 
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  ≪指定管理者制度への移行（主なもの）≫ 

病院名 運営開始時期 指定管理者 

横浜市立みなと赤十字病院 平成 17年４月 日本赤十字社 

川崎市立多摩病院 平成 17年 4月 聖マリアンナ医科大学 

金沢医科大学氷見市民病院（富山県） 平成 20年 4月 金沢医科大学 

 

  ≪民間譲渡（Ｈ14～Ｈ19）≫ 

  （都道府県・政令市） 

移譲年度 病院名 事業主体 病床数 移譲先 

Ｈ14 戸畑病院 北九州市 181 医療法人共愛会 

Ｈ16 大久保病院 東京都 304 (財)東京都保健医療公社 

Ｈ17 朝倉病院 福岡県 150 (社)甘木朝倉医師会 

Ｈ17 遠賀病院 福岡県 300 (社)遠賀中間医師会 

Ｈ17 成人病センター多良見病院 長崎県 170 日本赤十字社 

Ｈ18 荏原病院 東京都 506 (財)東京都保健医療公社 

Ｈ18 県立南部病院 沖縄県 250 医療法人友愛会 

Ｈ19 県立リハビリテーション

飯坂温泉病院 

福島県 191 (財)脳神経疾患研究所 

Ｈ19 嘉穂病院 福岡県 200 社会福祉法人恩賜財団済生会 

Ｈ19 柳川病院 福岡県 210 (財)医療・介護・教育研究財団 

  （市町村） 

移譲年度 病院名 事業主体 病床数 移譲先 

Ｈ14 国保峡東病院 石和町（山梨県） 100 医療法人康麗会 

Ｈ16 板東病院 鳴門市（徳島県） 20 医療法人板東診療所 

Ｈ16 国保病院 佐賀関町（大分県） 123 医療法人関愛会 

Ｈ17 巻町国民健康保険病院 巻町（新潟県） 165 医療法人社団白美会 

Ｈ17 吉備病院 岡山市（岡山県） 60 社会福祉法人恩賜財団済生会 

Ｈ18 国保病院 茨城町（茨城県） 38 医療法人桜丘会 

Ｈ19 中島病院 松山市（愛媛県） 50 医療法人友朋会 

Ｈ19 公立深谷病院 公立深谷病院企業

団（宮城県） 

171 医療法人啓仁会 
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 （２）北海道 

  ≪全部適用への移行（市立病院）≫ 

事業主体 病院名 移行時期 

札幌市 
市立札幌病院 

平成 18年４月 
市立札幌病院静療院 

函館市 

市立函館病院 

平成 18年 4月 市立函館恵山病院 

市立函館南茅部病院 

留萌市 留萌市立病院 平成 19年 4月 

稚内市 
市立稚内病院 

平成 19年 4月 
市立稚内こまどり病院 

室蘭市 市立室蘭総合病院 平成 20年 4月 

小樽市 
市立小樽病院 

平成 21年 4月 
小樽市立脳・循環器・こころの医療センター 

旭川市 市立旭川病院 平成 21年 4月 

 

  ≪民間譲渡≫ 

移譲年度 病院名 事業主体 病床数 移譲先 

Ｈ14 札幌北野病院 北海道 130 厚生連 

 


